
29沖縄県建設業ゼロ災運動実施要綱 

１ 趣 旨 

沖縄県の建設業における労働災害は、関係者の熱意と長年にわたる労働災害防止活動

により、年間死傷者数500人を超えていた昭和の時代から、平成15年には過去最少の129

人まで減少してきましたが、その後は増減を繰り返し、平成26年には189人と大幅に増

加し、平成10年以降最多の死傷者数となりました。 

このような状況を打破すべく、平成27年に産官が共同主唱者となって「沖縄県建設業

ゼロ災運動」をスタートさせ、関係者一丸となって積極的に労働災害防止活動を展開し

てきました。その結果、平成 27年の死傷者数は前年と比べて 17人（10.2％）減少し、

平成28年も12月末速報値で前年同期と比べて19人（12.1％）と連続して減少してきま

した。さらには死亡者数も大幅に減少し、「沖縄県建設業ゼロ災運動」の成果が着実に表

れています。 

しかしながら、建設業においては工事量の増加が見込まれるなか、技能労働者の不足

や建設労働者の高齢化等、依然として労働災害の増加要因を抱えており、一層の労働災

害防止活動が必要となっています。また、平成 29年は第 12次労働災害防止計画の最終

年にあたり、同計画の目標達成のためにも引続き労働災害を大幅に減少させる必要があ

ります。 

このようなことから、厚生労働省沖縄労働局、内閣府沖縄総合事務局、沖縄県土木建

築部、建設業労働災害防止協会沖縄県支部は、関係者の協賛・賛同のもと、継続して「沖

縄県建設業ゼロ災運動」を主唱し、更なる建設業の安全を追求します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 共同主唱者 

厚生労働省沖縄労働局、内閣府沖縄総合事務局、沖縄県土木建築部 

建設業労働災害防止協会沖縄県支部 

３ 協賛者 

一般社団法人沖縄県建設業協会、一般社団法人沖縄県中小建設業協会 

沖縄県建設事業協同組合、沖縄県鳶土工業会 

全建総連沖縄県建設ユニオン、沖縄基礎工業協同組合 

一般社団法人日本クレーン協会沖縄県支部、一般社団法人沖縄県電気管工事業協会 

一般社団法人日本塗装工業会沖縄県支部、沖縄県左官業組合連合会 

一般社団法人沖縄県造園建設業協会、沖縄県管工事業協同組合連合会 

沖縄県電気工事業工業組合、沖縄県解体工事業協会 

公益社団法人建設荷役車両安全技術協会沖縄県支部、沖縄県クレーン事業協同組合 

図「建設業における労働災害発生状況（休業4日以上）」 
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西日本圧接業協同組合沖縄ブロック、協同組合沖縄県鉄構工業会 

一般社団法人沖縄県磁気探査協会、一般社団法人沖縄県農林水産土木建設会 

一般社団法人沖縄県労働基準協会※  ※新規 

４ 期間 

  平成29年１月～平成29年12月 

５ スローガン 

『建設業のみんなでスクラム ゼロ災害』 

６ 実施事項 

主唱者・協賛者・事業者は期間中、次の事項を実施する。協賛者、事業者は専門工事

等の内容を踏まえ、個別の災害防止上の重点対策を決定する。労働災害の３割を占める

墜落・転落災害の防止は「沖縄県建設業ゼロ災運動」の共通の重点対策とする。 

（１）主唱者の実施事項 

① 「沖縄県建設業ゼロ災運動」の運営に関する重要事項の決定を行う。 
② 「沖縄県建設業ゼロ災運動」の周知・広報を行う。 
③ 主唱者合同で安全ﾊﾟﾄﾛｰﾙを行う。 
④ 安全大会、安全講習会を開催する。 
⑤ 安全活動の「見える化ｺﾝｸｰﾙ」を開催する。 
⑥ 事業者のｾﾞﾛ災宣言を沖縄労働局ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞで公開する。 
⑦ 運動のための用品（ｾﾞﾛ災ｽﾃｯｶｰ、ポスター等）を作成・配付する。 
⑧ 協賛者、事業場が行う安全活動を指導援助する。 

（２）協賛者の実施事項 

① 災害防止上の重点対策を決定し、公表する。 
② 「沖縄県建設業ゼロ災運動」を会員へ周知する。 
③ 会員を対象に安全大会、安全講習会を開催する。 
④ 安全ﾊﾟﾄﾛｰﾙを行う。 
⑤ 会員が行う安全活動を指導援助する。 

（３）事業者の実施事項 

① 代表者によるｾ゙ ﾛ災宣言（災害防止上の重点対策の公表）を行い、安全管理体制を強化する。 
② 「見える化」等の工夫した安全活動を行い、「見える化コンクール」を開催する。 
③ ｾﾞﾛ災ｽﾃｯｶｰを安全帽へ貼付する 
④ 元請事業者は統括管理を徹底する。 
⑤ 新規入場者教育を行う。 
⑥ 安全大会、安全講習会を開催する。 

７ 運営協議会 

（１） 主唱者で構成する運営協議会を設ける。 

（２） 運営協議会の事務局は厚生労働省沖縄労働局労働基準部健康安全課に置く。 

８ その他 

この要綱に定めるもののほか、運動の運営に関し必要な事項は、別に定める。 

 

（附則） 

本要綱は平成29年１月１日から施行する。 


